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新 た なパ ー トナーシ ップに向けての..
チ ャネル管理 システム改革
一 実質在庫削減 システムから仮想在庫 システムへ1味 の素社 をケー スに一 一
?
容 黒
1は じ め に.
筆者 は,前 編[1999a]で味 の素株 式会社.(以下味の素社 と略す)を ケー ス
と して,実 質在庫 削減 システムに頼 って きた既存のチ ャネル管理 システムが,..
主に市場の低迷 と流通 側へ のパ ワー ・シ.フトによって露出せざるを得 なか った
悪循環について述 べた。 まず,そ の 内容 を簡 単に振 り返る ことか ら始 めよ う。
多様かつ不規則 な市場 の論理 に対 して,マ ーケテ ィング主体 はすべ ての情報
を持 っていないが ゆえに,特 定製品市場で需要 と供給 の問ではいつ も定性的か
つ定量的な齟齬が存在す る。従 って,チ ャネルに参加 する メンバーたちは何 ら
かの需給 調整装置 を持 っているはずであ る。流通構造 の寡 占化 を背景 とす る最
近のいわゆる製版統.合も,多 様かつ不規則な需要に対応す るための製版 の協力
関係 に他 ならないが,製 販統 合を遂行で きる条件 はか な り限 られ ている。従 っ
て,.各マーケテ ィング主体 は,独 自に何 らかの需給.調整装置 を構築 しなければ
な らない。特 にメーカーは.最終消費者 に自社 の商 品が移転 され るまで は,そ の
製品のマーケテ ィング責任か ら完全 に自由であ り得 ないか ら,独 自の対応策 を
求め られる。
前編で は,1990年頃 を境 として味の素社 が本格 的にチ ャネル管理 システ ムを
改善.してい く前段 階の チャネル管理 システムの姿 を見 て きた。 その核心 は,多
角化 と商 品多 品目化 に代表 され るフル ・ライ ン型 の製 品政策 と,販 路拡大を 目
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指 して作 り上げた分散型.の物流 システム,そ して,そ れ らを最終消費市場で処
理 し,マ ー ケテ ィング活動 を完結す るための,流 通側に対 する リベー トを中心
とす る,押 し込 み販売で あ った。経済全般の成長に も後押 しされて,同 社 の成
長を象徴 していた,こ の一連 の活動の背後 には,取 りあえず 市場 に手放 してか
ら,後 は流通側へ の働 きか けによって処理する,と い ういわ ゆる 「実 質在庫」
削 減の論理 があった。それ を可能 に したのは,市 場の持続 的な成長 とメーカー
の意志で ある程度 コ ン トロルが可能な流通業者の存在で あった。
しか し,80年代後半 を中心 に環境は急変する。それは,市 場 の伸 び悩み と流
通構造 の寡 占化 に他 ならない。環境の変化に伴 って,.'正確 な需要 予測 に欠 けた
無分別 な商 品開発 と物流 システムの未整備 による商 品の滞留 は,流 通段階での.
膨大 な実質在庫の発生を余儀な くした。その実 質在庫 を払拭す るため にもつば
ら頼 って きたの は,リ ベー トを中心 とす る流通段 階への介入であ った。 しか し,
また,主 に流通側へのパ ワー シフ トに伴 って りべ一 トの支払いが インセ ンテ ィ.
ブと しての機能 を失い,逆 に メーカーの利益 を圧迫 して しまう結果に導 く,悪
循環 をもた ら した ことを示 しなが ら前編 の結 びに代 えた。それは,仮 想需 要削.
減 を中心 と した事前的需給 調整の努力 に欠 けた,事 後的需給 調整 方式 の限界で
もあ った。.
本稿では,.その悪循環.を断ち切 るべ く味の素社が主に80年代後半か ら,実 質
在庫削減 システムを支えていた各々のサ ブ ・システ ムを漸進 的に改 革 して きた
具体的な内容 を追跡 してい く。その 目的は,流 通側 での高集 中度化 の進展が高
成長市場 の終焉 と絡 むことによ り,メ ー カーのチ ャネル管理 システムによ り一
層 の困難を投 げか けてい るなかで,こ こ数年い くつか の先駆 的な企業 によって
試 みられている新取引制度の導入 と,そ れ と連動す る形で の提案型営業への移
行 の過程 を見ることによって,旧 システムに置 き換わ って改善 された(さ れつ
つ ある)新 たなシステムの指向点を確 認す る ことで ある。それは,ま た,市 場
成熟化 と高集 中度販 路Pに 直面 した メー カーの対応 の典型 を明 らか にす る こと
1)住谷[1992]。




ユ989年9月,当時の鳥羽童社長 は販 売企 画部長 に.ある実験 を命 じた勿。売上
にあま り貢献 しない家庭用 商品300品目,業 務用 商品500品目の合計800品目を
抽出,売.Lへ の影響 を調べ させた のであ る。す ると,こ れ らの品 目を削って も.
売上高 のわず か0.4%しか減 らない ことが判 った。 さらに,翌 年販売企画部長
が独 肉的に1,200品目を運 び削 り,試 算 してみた ところ,そ れで も全体の売上
高 には4%減 の影響 しか及ぼ さな.いことが判明 した。これは,同 社 の製品構成
の中で多 品 目化 の非効率性,つ ま り不採算商品がい くら膨大でiらったか をよく
表 して くれ る。 この実験が商品面での見 直 しを始める きっか けとなった。
味 の素材が過度な商品品 日数の不効率 さを自覚 し,そ の見直 しに着手 した主
た る内容 は,商 品開発部門の整理統合 と商 品数 の絞 り込みであ った。商品の選
別化 に当た って既存 の商品数を半分 にす る,と い う具体的な 目標 が設 けられた。
しか し,社 内か らかな りの抵抗が あった。 と りわ け都市部の営業 マ ンか らの不.
満の声は高か った。都市部で量販店 の売場確保 をめ ぐって他社 と競争 を広 げて
いた営業マ ンたちに突然 の生産 中止 は不 満であ った㌔ 各事業 部で も 「わずか
で も売.ヒ減は甘受で きない」 と反発 し始めた。.しか し,多 角化 の結果 として社
.内か ら噴出す る様. な々商 品開発 の計画 に対 し,「ス トップをか け るの も トップ
の仕事(堀[1992]73ペー ジ)」とい うことで,ト ップ ・マ ネジメ ン トを中心
に各事業部 を回って説得 を重ねた。








分 にす るのだ か ら,主 力商 品 も例外 で はあ り得 なか った。即 席 スープ市 場で.
トップ ・シェアを占めていた 「クノール」 ブラン ドの全81品目の うち38品目を
皮切 りに;電 子 レンジ対 応型 商品や マーガリンの二部,引 いては業務用 の商 品
にまで手 を伸 ば し4〕,90年9.月までは800品目の生産 中止 を果 た した5,。92年9
月 の時 点で はよ うや くピー ク時 の半分近い2,500品目6:,にまで商 品 アイテム数
を落 とす ことに成功 した。さ らに93年か らは調味料 と油脂の商品絞込 みに踏み
込み,一 定の売上や利益 に達 しない商品の取売 を中止 したη。
商品の選別化 を商品開発部門にまで徹底 させ るため に試みたのが,各 事業部
ご とに分散 していた商品開発部門を統合す ることで あった。そのため に従 来12
つ あった事業部制を撤廃 し,食 品関連部 門 と海外事業部 門とを分 けて事業本部
制 を導入 した。 とい うのは,12つの事業部 を3つ の事業本部(調 味料 ・油脂,
食 品,海 外)に 統合 して,各 本部長に大幅 な権 限を移譲す る体制 に組織構 造を
変 えた ので ある鋤。事業本部制 の導入 と連動 して,「商品 の絞 り込み は事業部門
.だ けで はな く.,商品開発部門 も一緒になって取 り組 まないと成果が出 ない(山
野 井昭食品総合研究所長 談 「日経産業新 聞』1992年5月22日)」とい う考 え方
の下で,.それ まで 各部 門直属に置かれていた研究 開発部 門 を整理統合 し,「食
品総合 研究所」 を92年に設 立 しだ ～。 そ して,こ れ に対応 して,研 究開.発と事
業 的側面 との連 動 を図 っで 本社 には 「食品開発宰」 を設置 した1%そ の 日的
は言 うまで もな く,各 事業部 ごとに分散されていたために,商 品多帰 日化 の二
つ の原 因.とな って いた 商品 開発 部 門を統 合す る こ.とで,商 品 開発 面で の ム
4〕 『日経 ビジ ネ ス』1囎0年9月10口 号,14ペ ー ジ 。
5〕 『日経 ビ ジネ ス』1990年9月10日号,10ペ ー ジD
6)『 日経 産 業 新 聞」1993年玉0月13日目.
7)『 日経 産 業 新 聞.11993年3月15日。
8)堀[1992]38-4且'曳一 ジ0
9)各 事 業部 門 の研 究 部門 を整 理 統 合 し,食 品 総 合研 究 所 に委 譲 す る に は,反 対 も少 な くなか った
と言 う。 そ れ と の 関連 で 鳥 羽 社 長 は 「各 事 業 部 門 に して 見 れ ば,そ れ ぞれ(筆.者 注=の 研 究 部 門
を)直 属 に 持 って い れ ば 話 も通 じゃ す い と い う こ とで,(各 事 業 部 が)分 離 に 反対 だ った 」 と述
べ て い る。 堀[1992]72ペー ジ。
10)堀[1992]41ペ ー ジ。.
新たなパートナーシップに向けてのチャネル管理システム改革(533)91
.ダ(商 品テーマの重 複)を 無 くし,「統合力 と情報力 を高め た,効 率 的な.研究
(山野井昭食品総合研 究所長談 「日経産業新聞』1992年5月22日)」を可能 にす
るためであ った。
同社が進めて来た商品面での見直 しの一応 の帰着点 と して位置づ けられ るの
が,93年10月のマー ガ リン事業か らの撤退で あった。70年に市場参入 して23年
間全国統.....・ブラン ドと して定着 して きた 「マ リーナ」の商標権 をユ一二 ・リバ
の 日本法人,日 本 リーバに売却するこ とで 同社 はマーガリン市場か ら実質的に
退 出を決 めた1㌔ 「ト一 夕ルマ 」ケ ッ トは伸 びない し,採 算的 に合 わ ない。 こ
こ数年 は事業を見直 していた。関係が深 い 日本 リーバの トップとの話 し合 いの
中で商標 権譲 渡が持 ち上 が ったの.で決 め た。(鳥 羽社長 談 旧 経 産業 新 聞』
1993年10月11日)」とい う言及 か ら、拡.反毛義路線か らの脱皮 の姿 勢が見 て取
れ る1%
しか し,単 に縮小指 向を 目指 してい るので はない。 「ただ いたず らに商品 を
増やさずに,採 算の悪 い商品は早 めに思い切 って.切り捨 て……(中 略)… …ス
クラ ップ ・アン ド ・ビル ドのスピー ドを上げ,有 力商品を育 てたい(稲 森社長
談 「日経産業新 聞』1997年1月1日 〉」 とい う積極性 を堅持 してい る。実際,
積極的な商品の絞込 みに もかかわ らず,90年代 に入 ってか らも冷凍食 品や スー
プな ど.部 のカテゴ リーで はむ しろ新製品数が増えている]㌔
11)ここで実質的 と言 う言葉 を使 うのは,同 社がマーガ リン市場か らの撤退.を決めた ものの,提 携
.先 のCPCイ ンターナ ショナ ルのブ ラン ドである 「ホ リデ ィー」 商品を沖縄 県だけで展開 し,こ
の商 品につい ては今後 も続 けてい く方針だ と述べ ているか らであ る。 し.かし,そ の年間の売上は
2,3億円 にす ぎない,と いう。(『日程 産業新 聞11993年10月11日号)従 来の 同製品 の年間売上
規模 は約25-30億円で あった。
12)ま.た,メー カーだけで はな く流通側か らも同様の動 きが見 られ る。1日経流通新 聞』1991年3
月23目付の調査では,3大 都 市圏のスーパー11チェー ン24店舗で販売実績のあ った商品アイテム
数411990年6月以来減少 し続 けてお り、.199上年2月 には前年同月比2ユ.4%減となっている。これ











生 産 と販売 をつ な ぐインフラとしての物流 システムの整備 は1チ.ヤネル管理
システムの改革へ の一歩 を踏み出す味の素社 に とって は不可欠 なものであ った。
物流 システムの整備 に当た って最大 の課題 は,受 注か ら納品 までの リー ド・タ
イムを減 ら し,日 々厳 しく.なりつつ あった取 引先か らの物流サー ビス要求に応
えることと,商 品 アイテムの増加 ともあいまって上昇 していた在庫量 を圧縮 し
て適正在庫量 を保持す ることによ って物流 コス トを削減す るこ.とであ った。一
般的 に,リ ー ド ・タイ ムの短縮 と在庫 の圧縮 とは,両 方を同時 に解決す る こと
.が 困難 な,ト レー ド・オ フ(trade…oft)の関係 にあ る と考 え られるQト レー.
ド・オフの蘭係 にあるそれ らの課題 を同時解消す るために必 要 とされ たのは,
それ まで各支店別に分散 されていた配送拠点 を集約 ・統 合す る ことと,そ れ と
並行 して.各支店別 に未整備 のままであ った物 流関連要素間の情報網 を構築す る.
ことであ った。
① 情報網 の構築
1980年代初 頃か ら地方の 中小 デポ(配 送所)を 統廃合す る形で段階的 に物流
体制 の整備 に取 り組 んでいた味の素社 は,84年7月 に従来の包装 ・物流部か ら.
物 流部 を独立 させ た ことを きっか けに瑚,「物流 の持 つ戦略 的意味が全社 の中
.で顕著 に大 きくなって きた(『 日経流通新聞』1987年9月17日)」との認識下で
本格 的な物流体制の再整備 に乗 り出 した。
まず,86年7月 か ら数 十億 円を投資 し,.「新物 流情報 システム」.を発足 した。
「新物流情報.システム」 とは,工 場,支 店,営 業所,物 流関連会社な ど物 流関
連諸 要素70ヶ所 と東 京 ・京橋 の本社 の ホ.スト・コ ンピュー ター(IBM309⑪).
との 間を繋 げて,受 注,出 荷,在 庫情報 をや りと.りす るオンライン網 を構 築す
ることであ る。その狙 いは商 品の納期 を短縮 し,全 社 レベル.での在庫 を正確 に




早い時期か らその問題点 を自覚 し,84年4月 以来段 階的に実施 していた 「翌
日出荷」体制 を,新 システムの導入 によ り100%全国 ヒベ ルで実施可能にな り,
な紅 翌 日着荷へ まで持ち込み,86年65%,87年には離島や 山間 まで をも含め
て85%の着荷 率を達成 するに至 った15}。情報 システムの整備 によ り.,受 注 後即
時 に各 支店か ら各 配送 セ ンターへの在庫照会や物流関連会社への出荷指示 など
が迅速 にで きるよ うになったか らであ ろ。加えて在庫 の所在 を正確 に把握で き
る ことで,在 庫 日付 まで立 ち入 った鮮度 管理 を も段 階的 に実施で きるよ うに
なった1%在 庫の正確.な把 握 とそれ に伴 う納期短縮 は結果 的にチ ャネル内に滞
留す る在庫 量の軽減に貢献 し,新 システムの導入以前であ る85年は2.85ヶ月分
の水準であ った流通在庫 を,.87年にはD.7ヶ月分 まで に削減す る効 果 を生み出
した17)
また、.物流関連会社 との間でデー タをオ ンライ ンで処理す ることに よる物 流
関連業 務の標準化 と効率化 も.見逃 せない。.当時,味 の素社 は85年現 在,全 国
15ヶ所 の配送拠点 を地 区別 に分1けて,東 京三味,大 味,三 福,三 宝運輸 などの
系列4社 を含む合計7社 に配送業務 を任せ ていた。例 えば,東 北,東 京 ・関東,
.名.握支潴 卿6配 送セ・ターは東京三味沖 国語 岡支店管内の躍 送セ
ンター は三福,と い う仕組みであ った。当時は各物流.会社 が味の素社 の.各配送
セ ンターに 自判二専用の端末 を引いていた。 しか し,新 システムで は味.の素社 の ・
ホス ト・コ ンピュー ターを各物流会社のボス.ト・コ ンピューターと公衆回線で
..接続 す るため,味 の素社が ユ日2回 一括伝 送す る出荷指 示情報が 両側 のホス
ト・コンピュ」 タ「を通 してア各配送 センター内 にあ る物 流会社 の端末 に直接
.入力される。その分物流会社側 は自社端末に出荷情報 を人力す る手 間が省 け,
.'ま た,味 の講社か らの統一伝票が打 ち出され るために迅速かつ正確 な物流業務
を遂行で きるようにな ったのである1%
15)味 の素 社 史編 纂 宰 〔1990]546ページ ,『日経 流通 新 聞a1987年9月17日,同 紙1987年10月6日.
16)味 の素 社史 編 纂 室[1990」546ペー ジ,『]経 流通 新 聞』1987年9月17日。
1ア)r日 経 流 通 新 聞 』19874-9月17ロ,同 紙1987年10月6日。






しか し,情 報 システムの完備 に も関わ らず,「拠点 が分散 した ままで は在庫
を抑制 しきれ ない と判断(高 橋 強物流 部長談 『日経 流通新 聞』1994年2月15
日)」し,87年9月 か らJIT(JustInTime>物流 プ ロジェク トの実施 に乗 り
込 んだ。以前か ら進 めて きた 「翌 日出荷」を.さらに進めた 「翌口着荷」 を88年
3月か らはほぼ全支店で実現 したのだが1'き,よ町 層 多様化 しつつあ った取引
先か らの物流 ニー耳に応 えるべ く受注24時間以内配送の 目標 が打 ち出され た。
その具体 的な案 として出されたのが全国を2流 通セ ンタニ,5配 送セ ンターと
工場直送 との2本 立 てにす る とい う広域物流構想で あ っだ%物 流拠点が分散
していて は少量品種 の注文 に対応 しに くく,在 庫の偏在による品切れや不 良在
庫 の発生 を防.ぐことも依然 として制約 され る。
味 の素社 はすで に83年か ら84年にか けて関東地区.(83年10月埼モ県上尾市 に
開設,関 東で5つ 目の施 設)とII.1国地 区に新 しい配送セ ンターを建設z1;するこ
とを皮切 りに して,85年5月 には九州地方(福 岡市)に 箱崎配送セ ンター,86
年.5月には中国地方(広 島市)に 中国配送 セ ンターを建設,稼 動す るな ど物流
体 制再構 築のためのステ ップを着 々と踏んで いた。
それに次 いで物流拠点統廃合の一応 の完 成 として東西 の両大拠点が設立 され
た。即 ち,91年3月 に兵庫県西宮 市に 「西 目本物流 セ ンター」 を完成,同 年5
月か ら稼動 させる とともに,92年5月 か らは横 浜市 の 「東 日本物流 セ ンター」
を稼動 し,.東西 の両大 物流拠点が揃 うよ うにな ったので ある。 これで,「常温
商 品の流 通再 構築はほぼ仕上が る」22〕ようになった。 それまでは近畿,四 国,
北 陸な どの地 区で は東大 阪,高 松,金 沢 な ど,関 東 地 区で は東京 ・板橋,埼
玉 ・上尾 な ど支店 単位 で設 置 され ていた 東西各5ヶ 所 の中小 規模 の配送 セ ン
ターが工場か ら配送された商品を販売在庫 として保管 していたが,こ の新体制
19)味 の 素 杜 史 編 纂 室.[1990]546ページ。
20)『]経 流 通 新 聞J1987年10月6目 。.
21)r日 経 流 通 新 聞 」1983年9月tH,
22)鈴 木 章 夫 物 流 部 副 部 長:「口経 産業 新 聞j1993年3月9日 。
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山 の発 足で在庫機 能を持つのは
,東 と西の両流通.センターだけ にな つ.だ㌔ 両処
.点 の集約.によ り目標 としていた販 売在庫量 は,関 東地域で は7日 分か ら4日 分
・.・.に ,関 西地域で は8日 分 から5日 分 に減るな どの成果を出 してい る2㌔情報網
の構築 とともに物流拠点を も統廃合す る ことによって,納 品期 間の短縮 と在庫
量 の圧縮 とい う矛盾す る二つ の課題 を一定水 準達成す ることがで きたので ある。
111新取引制度.への移行
味の素社 の旧取 引制度 は,1960年代以降進めて来た多角.化と,そ の時期成長
:を遂げていた.スー パ ー ・マーケ ッ トへの対応 を 目指 して70年前半 にほぼ完成 さ
れたが25〕,累.積されて.きた旧制 度の制度疲 労は80年代 後半 を境に顕在化 し始め
た。
まず,味 の素 社は今 回の制度改 訂 に先行 す る形で,88年3月 期 か ら割戻 金
・(リ ベ ー ト)の 即 引 きに踏 み切 っだ%そ の背景 には,87年に 日本加工食 品卸
協 会が,味 の素社 などメーカー128#1に対 して割戻金 の即引化 を強 く要望 して
いた,と い う事情があ った。従 来の取 引慣行 は,.メー カーが卸 に リベー ト分を
上乗せ した形で決済 し,こ の.リベー ト分 は期末 などにメー カーか らま とめて卸
に戻 され る,と い うことで あ った。 その分 を,メ ー カーが卸に出荷 する時点で,
リベー ト分 を引いた価格で 決済す る,と い うのがその内容であ った。 これは今
回 同社が取引制度改訂 に乗 り出すの に一つの踏み台にな っていた。
23}しか し,配送拠点 の集約 には配送拠点が分散 している時よ り問屋 ・小売業 者へ の配送距離が長
くな るとい う問題が あった。 この問題 を解決す るために.1:大したのが 「無在庫 中継拠点」 の新設
であ った。傷 えば,東 大阪,上 尾,習 志野の3ヶ 所に無在庫 巾継挺点 を設 け,こ の3ヶ 所 の周辺
地域 に納 入す る場合 は,こ の中継拠点で商品を積み替えて納 入先に配送す ることによって配送距
離が長 くなるのを抑制す ることがで きた。(『日経流通新 聞」1994年2月15日)
24〕 『日経流通新聞』1994年2His日。
25〕.味の素社 の旧取引制度の形成過程については,味 の素社 史編纂零[1990],熊沢[1995],根本
[1996-1997」,池田[7996」な どに詳 しい、
26}当時,同 社呪〉即引 きの対象 とな った割戻 金は,問 屋 の仕.入れ金額 に応 じて一.・定率を支払 う 「基
本販売手数料.」と問屋が小 売店へ直接 商品を配送 する時,小 分 け,配 送賢相の一部を補助 するた




品とギフ ト商品を除 く家庭用商品,そ して97年4月からは家庭用冷凍食品に至.
るまで次々と新取引制度を導入した。今回の制度改訂の対象 となったのは,王
にリベー ト制,建 値制,特 約店制度03つ であ り,その変更の主たる内容は次
のようである死
① 販売手数料を廃止 し,.リベ「 卜体系を簡素化する。これまでの販売数量
に応じて支払われた累進 リベrト,卸 の物流機能などに対 して支払われた









決 してきたのが従来のや り方であった。.それを支えてきた制度的な装置が リ




行 し,その結果,希 望小売価格と実際の販売価格が乖離 し,建値制は形骸化し
.ていた。さ.らに,大手流通業者へのパワーシフ トとその大手流通業者の広域化.
27)新取 引制 度の概 要にらいては,lH経流通 新聞』 「日経産業新 聞」 『日本食糧新聞」 の各号 な ど
を参考 に してい る。
28)『口経産業新聞J1994年7月15日ロ
29)リベー ト制.建 値制,特 約店制度の機 能的相互補完性 については,渡 辺[1997]第4章が参考
になる。
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が一般化す る111で,商品別,地 域別 に設 けていた特 約店制度は効 率的ではな く
な つ.た。
従 って,リ ベー ト制 ・建値制 の廃止 と特約店制度の見直 しを骨子 とする今回
の取引制度改訂 は,そ の悪循環 を断 ち切 り,実 質在庫 削減か ら新 たな システム
へ向け る味の素社 の改革 の制度的 な枠組みの確 立 として位 置づ け ることがで き
る。
実質在庫 の削減す る.に当た って絶大的な手段 であ った リベー トを廃止 したの
は,価 格交 渉による押 し込み販売,つ ま り,リ ベー トを用 いた実 質在庫削減が
もはやで きな くなったことを意味 し,味 の素社 に とって新 たな在庫削減 システ
ムへの転換 を余儀 な くした。後述す る営業 システムの革新 は,そ.の新 たな在庫
削減システムへ 向け七の味の素社の試みであ る。
IV営 業 システムの革新珊
営業 は,企 業が諸マー.ケテ ィング活動 を行 う上で.,市場 と.の接点の最前線 に
立 って企業 のマ ーケティング活動 を完結 する機能 を持つ。前述の新取引制度へ
の移行 は,味 の素社 に とって,市 場 との接点 を管理 す る(あ るいは動機づ け
る)従 来のや りかた.〔いわゆ る押 し込 み型営業)の 抜本的 な改革 を要求す るこ
とを意味 した。営業 システムの改 革を考 える際,.実際 に営業員が流通の現場 で.
遂行す る営業活動だ けではな く,営 業活動 を支 えるバ.ック ・シス テムとしての
営業支援 システ ムの確立 と;さ らに営業 にまつわ る様 々 な営業事務 の効 率化 の
動 きをも併せ て見 る必要があ るヨ%味 の素社が リベー ト中心の価格交渉型営業
を止揚 し,.情報 の提供 を中心 とす る 「新営業活動」への転換 を果たす ためには,
.その営 業活動を支える周辺 シ.ステムと しての営業支援 システ ムの確立 と営業事







仮想在庫削減を実現す るに当たって何 よ りもポ イン トになるのは,正 確 な実
需要 を読み取 ることである。味 の素社が精度 高い需要情報 を掴 むために打 ち出
したのは,FS(FactoryShipping)実績 か らFTR(FlowtoRetailer)実績32,
へ とい う発想の転換 であ った。味 の素社が従来,商 品開発 か ら生 産,販 売 に至
るまでの一連のマーケテ ィング活動 のべ 一.スとしていた販 売情報 は,同 社か ら
卸へ の出荷量(FS)で あ った。㌔しか し,卸 への 出荷 時点の情報 では,最 終市
場.の動向 に対す る把握 を曖 昧に し,同 社か ら卸段階への出荷 時点で,売 れ た と
思い込みが ちであ った。それは,直 ちに実質在庫 の累積 に繋 が るはず であ った。.
従 って,「卸か ら小 売業 者へ の納 人量(FTR)」を掴 む ことで,よ り末端市場
に近い方 の需要情報を把握 する ζとがで きる,と 考 えたのであ る。それは直ち
に,実 害 との格差,即 ち仮 想在庫 を削減す るのに貢献す る。その具体 的な仕組
み は次の ようであ る。
まず,同 社 か ら卸へ の出荷量(FS)だ けで あった需要情報 の ソー.スの多様
化 を摸索 した。そのために取引先 の大手卸売業 者57社か ら小 売店1万 店(96.年
現在)へ の出荷情報(FTR)がVAN(付 加価値通信網)を 経由 した オ 財ライ
ンの企業 間データ交換 を通 じ℃,味 の素杜 の システムに入 って くる。 これは,
味 の素社 の商品を置 く小売店 の7-8割 鋤 をカバーす.る需要情報で ある。 それ
に社外 の専 門機関 を利 用 し,女 性調査 ス タッフを使 った市場調査3街トやチ ラシな
ど店頭 の調査 デー タな どがデー タベース化 され て活用 されてい る。営 業員 はそ
れ らの蓄積 された デー タを参考 に,.も.し成績が思わ しくなけれぼ,特 売な どの
販促 計画 を絞 り出す。 また,そ れ らの販売計 画 をシステ ムに打 ち込 む。 こう
32)味 の 素 社 史 編 纂 室[1990]541-542ページ。
33)『 日経 情 報 ス トラテ ジー」1996年8月 号,『 日経 流 通新 聞』1994年6月9日 。
34)同 社 で は こ の 調査 シ ス テ ム をAFLS〔AjinomorロField.LadiesSystemの略,と.呼 んで い る 。
その 主 た る機 能 は,量 販 店 を 対 象 に商 品 の先 入 ・先 出 調.査や 日付 調 査,P⊂}P尊 人 調 査 な ど の 市
場 調 査 を行 う こ とで あ るp(味 の素 杜 史 編 纂 室[1990]5覗ペ ー ジ)ま た,並 河[1992]が行 った
加 工 食 品 業 界 の フ ィー ル ドワ ・ーク に よ る と,加 工 食 品業 界 で は 外 部 の 女 性 ス タ ッ フを 雇 用 してぷ
売 店 頭 を 回 り,モ ニ ター リ ング 活動 を 行 う例 が 般 的で あ る,と い う。
新たなパートナーシップに向けてのチャネル管理システム改革(541)99
い う実積 あ把握一 販売計画 とい うプロセスを繰 り返す ことで末端の商品の動 き
に素早 く反応 しようとす るのが その狙いであ る。
さらに,こ のデー タは企業別だ けで はな く小売店舗別に,ま た1商 品に関 し
て もカテゴ リーだけで はな く容量 などの種類 ごとにきめ細 かい在庫情報 を把握
してい る。 これ をよ り洗練化 した形で導入 を始めたのが,「売 れ行 き予測 シ.ス
テ ム」 と 「販促支援 システム(MASSA)」であった。
① 「売れ行 き予測 システム」 と 「販促支援 システム」
96年6月か ら導入 され,同8月 か ら本格的に運用きれ始 めた 「売れ行 き予測
シズテ ム」 は,こ れ まで営業員の見込みを基礎に策定されていたため大 き くな
らざるを得 なか った仮想在庫 を,予 測 システ ムを用いる ことによって削減す る
ことを]指 した システムであ る。その具体的な仕 組みは以下のよ うで ある.。
全分野 の商 品を対象 に して,全 国約2万 店の量販店 か らの注文 に応 じて卸が
出荷 したFTR実 績(2週 間後),類 似製 品の過去 の販 売実績 デ」 タ,大 都市
量販 店の販売動 向データ(4週 間後〉,全 国量販 店のPOSデ ー タ(6週 間後),
消 費者 デー タ(10週間後)が 逐次味の素本社の ワークステーシ ョンに.入力 され
る。 システムは,過 去 のデー タと新 しく入力されたデー タの比較 モデル,入 力
か らの予測 モデル との2段 階で成 り立 っている。工場 の生 産担 当者 はオ ンライ
ンで予測 の結果 をチ ェックし,そ れ に応 じて生産 ライ ンの稼動 時間 と生産量 の
増減 を調整す る。
〒方,96年5月 か ら全国10ヶ所の支店に導入を始め,97年の1月 か ら本格的
に運用 している 「販促支援 システム」は,味 の素社 か ら卸 への出荷 デ「タであ
る販 売実績(日 次)を ベー スに,週 次 のFTR実 績や全 国量販店600店のP(.)S.
デー タ(日 次 と週次),消 費者の買い物調査(月 次)な どの外 部情報 を加 えて,
月間の販売予測値 を弾 き出すの を日的 としている。その主たる機能 には次の2
つが あ る。
その一つ は,事 前 に設定 した販売 目標値 と,前 述の多様 なソースか ら引 き出
され る月間販売 予測値 との誤差を各商品群の 単品ご とに表示 して くれ る機能で
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実需 と乖離 した無分別な商品開.発と,その結果 として発生 した多量の実質在
庫を最終消費市場で消化するための押 し込み型営業の非効率を認識 した味の素
社は,仮想在庫の削減を指向するシステムへの転換を図っている。仮想在庫を





からである。新取引制度への移行にも関わらず,販 促 リベー.トを残 したのはそ
のためである3㌦
よって,精 度の高い需要予測セ仮想在庫を圧縮 し,その後不可避に残留する
35)その誤 差は,「◎」 「○」「△」 「×」な どの記号 で表示 され る。「◎」 は月間の 目標値 よ り10%
以上の売 上増が 見込め る商品,「(:)」は3-10%,無印は目標通 りという意味で ある。 また,「△」
は 」ヨー10%を下回る9,「X」 は`10%以Eを下回 る'こ とを各. 現々 して くれ る.
36)味の素社410数年前 か ら汎用機上の販売情報 を検索で きる 「営業支援 システム(ASSIST)」
を運用 して きた。 しか し,それ ぽデー タを探 しH'「す機能だけで,営 業担 当制:独自の判断が加わ ら.
な ければ情報 としての意味 を持 たない。その点,MASSAは システ ムがあ る程度 の判 断を行 う
ために,「営業活動 の質やス ピー ドを上げ ること(1.II中正彦食 品開発 部専 任部長談 「日経情報 ス
トラテ ジー』1996年8月号)」に貢献で きる と言 えようぴ
37).販促 リベー トを改正の対象か ら除外 したこ とに関 して同社の大瀧幸克常務 は.「販促費は取引
体 系 とは別。取 引体系が どんな形であ って も存在す るマーケテ ィング施策 である」 と述べて いる。
〔「日経流 通新聞』1997年1月9目)
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実質在庫を流通過程への適切な介入(非 定期的な販促 リベー トを用いて)を通









また,FTR実績 とその他の外部情報を利用 した 「売れ行 き予測システム」
の導入は工場の生産ラインとの連動を通 じて仮想在庫の削減に寄与している。
例えば,こ のシステ.ムはテス ト運用で6ヶ 月後の出荷量との誤差が±1割以 ド




る.。そのために導入 して運用 を試みてい るのが.ヒ述の 「販促支援 システム
(MASSA)」であった。卸 レベルまでの在庫.情報ではなく,末端の在庫情報を
商品別 ・小売店舗別に.把握することによって,「あるチェーンの本部担当者 に
頼み込んで,一 時的に商品を押 し込むといった安易な営業が通用 しなく」39な.
り,究極的には価格訴求型営業を止揚する方回へと向か うための試みであると
言えよう。
38).1日 経 産 業 新 聞」1996年6月6日 。
39)r日 経 を記実唖新IM」1994年6月9日 ロ
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2営 業事務効率化.
営業 システムの革新 を進め る際に,営 業 にまつわ る様 々な営業事務 をも改革.
す る こと.が要求 され る。営業事務 の効率化 を進 め,人 件費な ど営業事務に関わ
るゴス トの削減 を伴 わない限 り,販 売管理費 の.ヒ昇 を抑制 し切れないか らであ
.る。...
同社が営業事 務 を改善す る必 要性 を認識 し,「情 報化営業構想」 を打 ち出 し.
たの は84年の ことで あ った。営業事務 の革新 を始めた きっかけは,経 理な どの.
間接部.門が当時支店 ご とに分'散していた こと と,低 成.艮経済 とい う環境 の変化
に伴 うコス ト競 争の激化 な どがあ げられ る。
まず,営 業経理事務 につい てのみ先行 した形で88年 「営業事務 セ ンター」が
設立 され た.そ の主 た る機能 は,各 支店 ごとに処理 して いた経 理事務 を セ ン
ターで集 中処理す る ものであ り,そ のため各支店総務 に経理 窓口 としての機能
.を持 たせ た。当時 の具体的 な 目標 は,経 理事 務 を標 準化,統 合化 す る ことに.
よって100人いた営業経理 部門の人員 を半減す る,と い うものであ った。
そのため,キ ャッシュ レス化,分 散 入力 化,標 準化 という環境整備 を整 える
ことによって,一 年 も満たない88年に営業経理事務 の統合が完成す る。営業経..
理事務 の統合 を見て,次 々 と情報 化戦 略が打 ち出された。90年には,伝 票 レス,
自動仕訳,決 算処理短縮を内容 とする新会計 システムが,さ らに,95年には支
店利益管理制度が完成する。営業事務 管理,新 会計 システム,支 店利益 管理制
度の完成に よって,営 業部門開の間接事務で ある営業事務,経 理,物 流を統合
しようとす る動 きが具体化す る。
その.・.一応 の完成 点 と して95年ナ月に設立 された のが,「営 業事 務総合 セ ン
ター!略 称;A.D.四〉」で あ る。その主要な役割 は,① 全 国10支璋 と量販店.






サボ「 トの3つ で ある。 とい うのは,営 業活動を取 り巻いている周辺業務,つ
ま り受注業務や代金 回収 などの機能 を集約 し,統 合 して遂 行す るこ とによって,
営業の現場が営業活動 その もの に専念で きるような体 制を作 り,ま た,そ の事
務の分散 化によ って生 じていた非効率を抑制 しよ うとする ものである。実際,
味 の素社 ば一連 の営 業事務効率化 をす すめた結果,87年経理 要員が100人,物
流情報 要員 を含め ると全体で245人であ った営業事務部 門の人員 を,94年には
物流情報要員145人,経理要員50人の合計195人に削減 し,さ らに,96年には物
流要員57人,「営業事務総合 センター」要員90人の合計147人の体 制に再編成す
ることに成功 し,い まだ暫定的で はある ものの,可 視的な成果を出 している。
3「 新営業活動」の展開
前述の営業支援 システムを運用す るた めには卸 との情報連携 が不可欠であっ..
.たが,そ の実需情報 を生かす形で小売業者 との間で新たな関係を模 索 している
のが,い わゆ る 「新営業活動」で ある。味の 素社 は意外 と トップ ・ブラン ド商
品 をあま り持 ってい ない42;、リベー トと建値制 の廃止 に伴 う味 の素社 の不安 は
.そ こにあ ったか も知れない。つ ま り,こ れ まで手厚い リベー トで維持 して きた
売上や シェアが守れ続 けるだろ うか とい う懸念が,「 リベー ト・オ ンリーだ っ
.た営業活動か ら質的 な転換 を遂 げね ばな らない(石 渡営業統括部長談 『日経 流
.通新聞』1994年U月3日)」とい う覚悟 を改め させた。
① 営業組織の整備
価格 中心 の交渉で はな く各々の流 通業者 に.合わせた情報の提供 を中心 とす る
提案型営業 を展 開す るため には,取 引先別 の営業体制 を構築す る必要があ った。
味 の素社 は早 くも85年7月か ら得意先 別の新営業 部隊 を編 成 し,大 手 のスー
パーや コ ンビニエ ンス ・ス トア(以 ド,cvs)の チ ェー ン本部 とは専属 の担.
42)実 際,各 商 品 別 に 見 る と,味 の 素 は2～.3番 手 の ブ ラ ン ドが 多 い.日 経 新 聞 社 のNEEDS-
S(:ANデー タ を ソ ー ス と した 『日経 ビ ジ ネ ス」(1994年5月2日 号,34ペ ・ージ)の 記∫雫 に よ る と,
例 え ば,冷 凍 惣 菜 類,食 用 油,マ ヨネ ー ズ な どの主 な家 庭 用 加1:食品 分 野 で,味 の 素 は す べ て2
-3番 手 に ラ ン ク され て い る 。
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当者 が直接商談 に当た っていた。さ らに,90年には広域営業部 を設置 し,大 手
量販 店,大 手cvsの 本部への機 能対応力強化を一般家庭用 商品 について行 っ
て きた。 さ らに,94年か らは,デ リカ分野,外 食チ ェー7分 野 を包括 して全業
態におけ る広域得意先 に対 して,企 業対企業 の トー タルな取 り組み を展開す る
方針 を立 てた。 その方針 に沿 って同年7月1日 か ら,家 庭 用向けに展 開 して き
た広 域営業部 と業務用 向けのデ リカ推進部を統 一,広 域営業本部 に組織 を変更
し43㌧.その 下 に各 チェー ン別の営 業体 制(例 えば,ダ イエー担 当部,イ ト一
月ー カ堂担当部な ど)を 編成 した㌔ その狙いは,そ れまで特約店任せで行 っ
ていた営 業か ら脱皮 し,小 売業者 との密着 度 を高め,パ イ プを短 くす る ことで
より迅速 で,適 切 な`提 案'を 行 うためであ った。それで は最後 に,実 際味の
素社 が行 っている提案型営業 の内容 を簡 単に確認 してお く必 要が あるだ ろ う。
② 新営 業活動
味の素杜 は.ここ数年取引制度改訂 に合わせ,棚 割提案 とメニ ュー提案 を骨子
とす るいわゆ る 「提案型営業」 の展 開に取 り組んでい る。それは,社 内で 「新
営業活動」 と呼ばれてお り,家 庭用商品分野 と業務 用商品分野 に分かれて実施
されてい る。
家 庭 用 商 品分野 で は.「CATEMAS(CATEgoryManagementAjinomot(∫s
Supportsystem」活 動 と 「MACS.〔MenuAndCross-merchandisingSales
promotion)」活動 がそ の中心 とな る。95年か らス ター トした 「MACS」活動
は,量 販 店の生鮮3品 の販売 に 「ク ック ドゥ」 な ど同社 の関連商 品を絡め て,
具体的な メニ ューを消 費者 に示すいわゆ るクロス ・.マー チ ャンダイジングであ
る。具体 的な仕組 みは,小 売側が野菜や食肉 など生鮮食 品で売 りたい商材 を味
の素社 の営業員 に提示す る と,営 業員 は支店 に常備 した メニ ュー ・ブックの中
か ら適 当な メニ ューを選 び出 し,メ ニュー ・リー フやポス タニに して提供す る,
とい うや り方である。小売店 は生鮮食品売場 に味の素社 の商 品 とレシピを匿い
43)「 日本 食 糧 新 聞11994年?月25日.
44)『 日経 ビジ ネ ス」1994年5月1zu号 。
新たなパートナτシフプに向けてのチャネル管理セステム改革(阻7>105
てセ ッ ト販売 し,小 売側の粗利確保 と味の素社 自信 の増収 に もつ なげるのを目
標 としている。取 り組み相手の小売企業数は,開 始年 度の95年に量販店100社,
96年ユ20社,97年150社など益々拡大 しつつあ る。 クロス ・マーチ ャンダイジン
グは最近 加工食 品業界 で まだ 始 まったば かbの 動 きで あ るが,味 の素社 の
「クック ドゥ」 はその成功事例 の一.一つ として.言われてい る45㌧さらに,.;れま
で 実施 した店舗 で は同社 商品の売上高が通 常時の3-4倍 に跳 ね上が っだ 印,
とい う報告 も出てい る。
一方 「CATEMAS」活動 は最近流行 のカテ ゴリー ・マネジ.メン トの一環で,
効果 的な棚割 を提案す ることに よって,小 売店の売場 のカテゴ リーの売上 と利
益 の極大化 を図 りなが ら,向 社商品売上拡大 を図って も.らうのを狙 いと してい
るg量 販店 と味の素社がそれぞれ収集 した販 売デー タを交換 し,地 域 ごと,店
ビ との売れ筋 に沿 った棚割提案を行 ってい く方針 である.。95年はスープについ
て小売 業240社で実施.したが,翌 年 の96年にはその対 象商 品を中華調味料,食
用油 な どに広 げ,400社1700件の提案 を実施 して きた。.加工食 品業 界での棚 割
提案 は 「珍 しい試み」47}だと.いう。
.ちなみ に業務用商品分野での取 り組みを も見 てみる と,取 引先 を大手 のフ ァ
ミリー レ.ストラ ン,フ テス トフー ドチ ェー ン,量 販店 のデq力 売場 と大手以外
の飲食店 とに分.けて主 にメニ ュー提 案を中心 とした活動 を展 開 してい る。
大手 向 けの 「SOCS(Support()urCustomersSatisfacti・n)」活動 は95年
か ら始め,取 引先の メニ ュー開発,食 材 開発 に迅速 に対応す ることを]的 と し
てい る。 そのため に95年に川崎市 にある研 究所 内に ファ ミリー レス トラ.ンや
.フ ァス.トフー ドチ ェー ンの厨房 と同様 の設備を備 えたプ レゼンテー シ ョンルー
ムを開設 し,メ ニ ュー開 発のため に活用 してい.る。味 の素札は相 当技 術蓄積








は,大 手 以 外 の 飲 食 店 を 対 象 と し て,特 約 店 と の 連 携 に よ る販 売 活 動 を 目指 し.
て い る 。 そ の た め,97年2月 に はSCURAMセ ミ ナ ー を 開 き,全 国 の 卸100社
の セ ー ル ス マ ン を対 象 に,提 案 型 営 業 に 必 要 な 教 育 訓 練 な ど を 行 っ て い る。
V新 たな好循環を目指 して
以上 の検討 を通 じて,味 の素社 が新 しいチ ャネル環境 に対 して どの ように対..
応 しょ うと しているのか を見て きたわけで あるが,最 後 に.これ までの検討内容
をご く簡単に要約 し,味 の素社が指向 しよ うとす る新 たな好循環 を提示す る。.
あらゆる商 品分野への進出,分 散型 の物流 システム,リ ベ ー トと建値制 を中
心 とす る流通段 階へ の介入 に代表 され る実質在庫削減 システムは,高 成長期 に
味の素社 の拡 大を支 えて きた柱であ った。
しか し,市 場 の低迷 と流通側へのパ ワー シフ トを主 な原 因 として,そ の 旧シ
スナ ムは悪循 環 を繰 り返 していた。そ の悪循 環 を断 ち切 るべ く,味 の素社 は
チ ャネル管理 を支 えてい る各 々の部分の改 革に早い時期 か ら取 り組 んで きたわ.
けである。それ は.メー カ ーのチャネル管理を支 えている様 々なサブ ・システム
の うち,ど れか 二部分だ けを改善す るので は済 まない問題で あ った。 その改革
の核心は実質在庫削減か ら仮想在庫削減へ,と い うものであ った。そ の漸進的
な移行を果たす ために味 の素社 は,`商品開発部門の集約 によ る商 品の絞込み と.
最終市場の情報 に基づ いた正確 な需要予測 を通 じた,商 品開発 ・生産段 階で の.
仮想在庫削減,そ れを素早 く,な おかつ滞留 な く.市場に流す ための物流 システ
ムの改善,.実質在庫削減 のための制度的装置であ った リベー トと建値 制の廃止,
さ らに営業支援 システムの導 入と,そ れ に基づ く情報の提 供を中心 とする新営
業活動 の展 開,と い った一連の改革 を次 々 と進め てきている(図1参 考)。そ
れ は実質在 庫削減システム とい う事後型需給調整が もた らした非効率 か ら脱皮
48)r日本食糧新聞』1997年1月31日。
新たなパー ト†一 シ7プ に向けて のチャネル管理 システ ム改革(騒9)107
図1新 た な好 循 環 の概 念 図
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惑いを感 じている流通業者の存在 も無視で きない。さらにリベー トと建値制の
廃止において業界内の同種他業者のフォローが伴わなければ,味 の素社 として
3旧・・テ郁 の回帰を余儀なくされるカ・乱 撫 ・・ しかレ.ますま蝶 中
産を高めている日本の流通環境に対 して,実 質在庫削減に必然的に伴 う価格交
渉をめ ぐる消耗的な駆け引 きを止揚 し,流通側との情報連携 と情報提供を通 じ
た新たなパー トナーシップによって,よ り末端の市場に密接 した新たなマーケ
ティングへ向けようとする味の素社の努力は正当に評価されるべきであろう。
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